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株式会社スズケンとの資本業務提携に関するお知らせ 

 

当社は、2019年 11月６日に株式会社スズケン（以下、「スズケン」）との間で、資本業務提携を

行うことについて契約を締結いたしましたので、下記のとおり、お知らせいたします。 

 

記 

 

１．資本業務提携の理由 

当社は、2011年から PHR（Personal Health Record）サービスを提供するリーディングカ

ンパニーとして、様々な疾患領域の患者さんを対象とする、治療支援デジタルサービスの企

画・開発・運用をしています。提供する PHR サービスの一つ「Welby マイカルテ」は、糖尿

病、高血圧などの生活習慣病患者さんを対象に、血糖値や血圧などの自己管理を支援するス

マートフォン向けアプリです。また、大手製薬企業と共同で企画・運営する PHR サービスも

数多くあり、生活習慣病をはじめとして、オンコロジー領域、中枢神経系領域、自己免疫疾

患、希少疾患など、幅広い領域で PHR サービスを提供しています。また様々な疾患領域にお

ける PHRサービスの実績と ID・DB基盤を活かし、臨床研究を対象として PHR/PROを活用した

エビデンス創出の相談から、PHR/PROの収集システムの開発・運用、機器の運用支援までをパ

ートナー企業と連携して提供しています。 

一方、スズケンは 2019年度を最終年度とする中期成長戦略「One Suzuken 2019 ～変化は、

自らを変革し、大きく飛躍できるチャンス～」において、環境変化を見据えた既存事業の利

益体質を強化するとともに、グループ各事業の機能を融合し、さらに、パートナー企業や外

部企業との協業により、将来に向けた新たなビジネスモデルの構築を目指しております。 

今般、両社共同の取り組みによって、新たな医療情報プラットフォームの構築、新たなソ

リューションの提供がより一層期待できると判断し、業務提携について協議を進めてきたな

か、製薬企業や医療機関、保険薬局、患者さんへの新たな価値を創造するために、両社の相

互の信頼関係を基盤とし、革新的なサービスや情報ビジネスの推進を目的に資本参加を含む

業務提携を行うことについて合意いたしました。 
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２．資本業務提携の内容 

（１）業務提携の内容  

当社とスズケンとの間で合意している業務提携の内容は以下のとおりです。 

① スズケンの顧客である医療機関(病院/診療所)の患者向け治療アウトカムの改善およ

び業務効率向上のために、当社のPHRソリューションの普及を推進 

② 両社の顧客である保険薬局を中心とする医療従事者等の利便性向上、患者サポートに

貢献する新たなソリューションの検討 

③ 両社の顧客である製薬企業等に向けた、両社のノウハウ、ソリューションを組み合わ

せた医療用医薬品、医療用機器の流通から患者サポートまでの新たなソリューション

の検討 

④ 両社及び両社の関係会社のヘルスケア関連データを活用した新たな協業・ビジネスモ

デルの検討 

 

（２）資本提携の内容 

   スズケンは当社の既存株主から以下の株式を取得する予定です。 

 

新たに取得する相手方の株式の数  77,900株 

発行済み株式数に対する割合      1.00％ 

 

３．資本業務提携の相手先の概要  

（１） 名 称 株式会社スズケン 

（２） 所 在 地 愛知県名古屋市東区東片端町8 

（３） 代表者の役職・氏名 
代表取締役会長 別所芳樹 

代表取締役社長 宮田浩美 

（４） 事 業 内 容 
医療用医薬品、試薬、医療用機器、医療材料、食品などの販

売、ならびに医療用機器の開発製造 

（５） 資 本 金 135億46百万円 

（６） 設 立 年 月 日 1946年8月10日 

（７） 
上場会社と当該会社

と の 間 の 関 係 

資 本 関 係 該当事項はありません。 

人 的 関 係 該当事項はありません。 

取 引 関 係 

当社のサービスを仕入れ、スズケン顧

客である医療機関等へ販売しておりま

す。 

関連当事者への該

当 状 況 
該当事項はありません。 

 



 

 

４．日程 

業務提携契約締結日：2019年 11月６日 

 

５．今後の見通し 

本件に伴う業績への影響は軽微なものと見込んでおりますが、中長期的には当社の企業

価値向上に資するものと考えております。今後、適時開示の必要性が生じた場合には、速

やかに開示いたします｡ 

 

以 上 


